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経済政策の目的競合
小原久治
はじめに
小論は鮒j畢晃三教授の御退官を記念して寄稿したものである。鮒i畢教授から
公私にわたり学び得たことは小論のどこかで生きているものと思われる。教授
に対して深甚な感謝を申し上げる次第である。
小論では経済政策の目的競合ないし目的衝突ないし目的対立について一つの
考え方を闇明にすることが主眼である。
経済政策には多数の目的がある。多数の目的をひとまとめにした単一の政策
目的という概念は終極的にあらゆる政策手段と中間目的へ導いていくが，その
概念は経済政策を実践において監視すべき多数の政策目的とそれに関わる「目
的競合」の問題について明らかにすることが必要である。この意味で，政策目
的の諸関数に内在する多元性と政策目的の競合の可能性について体系的な基礎
を説明し，検討を重ねることによって， 「経済政策の目的競合」を考察する接
近方法を提示することが肝要である。そのため まず最初に 「経済政策の目
的競合Jの前提として扱うべき競合の存在可能性を考え， どの面で政策目的は
相互関連を持つことができるのかを明らかにするために 政策目的の諸関係の
存在とその特徴を指摘する必要がある。次に，経済政策の目的競合の体系化及
び政策目的関の競合状況の体系化を行う必要がある。
1 .政策目的の競合の前提となる競合の存在可能性と政策目的聞の諸関係
「経済政策の目的競合jを考察する接近方法として最初に取り上げること
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は競合の存在可能性と政策目的間の諸関係を明確にすることである。その両
者を明確にすることは経済政策の目的競合を考察するための重要な「前提」
になると考えるからである。
(1）競合の存在可能性
競合の存在可能性には，次の少なくとも三つのものがある。すなわち，①
価値と価値の競合，②政策手段と価値の競合，③政策手段と政策目的の競合
である。
①価値と価値の競合
この競合はある特定の社会構造における価値原則の範囲内に捉えることが
できるものである。しかも，この競合は一般的な規範が相互に両立不可能で
ある場合に生じることが多い。両立不可能で、あるから，両立させるような理
論的一致を求める必要はない。一般的な価値規範で認められた行動がこの規
範に基づいて相互に競合することこそ必要なことである。さらに，この競合
は価値体系内の「価値競合Jであることを意味する。この例としては，価値
体系の拡大，革新的に新しく創られたもの，価値の一致などを挙げることが
できる。
② 政策手段と価値の競合
この競合は具体的な政策目的を実現（達成）するために設定する方法が価
値原則と競合するときに現われるものである。また この競合を法的規範と
具体的な政策目的の競合として捉える場合には，ある特定の政策目的を実現
するための方法はある体系の価値原則との競合において見つけることができ
る口例えば，道徳問題が該当する。
③ 政策手段と政策目的の競合
この競合は具体的な政策目的が経済的独立性ないし経済的相互に基づいて
政策手段と競合する場合に生じるものである。この競合は次の二つに大別で
きる。
(i）政策目的を実現させるための政策手段が果たして目的整合性を持ち，
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手段整合性を持つのかということは，その政策手段が作用する結果あるいは
作用効果の理論的分析から生じることである。この場合，直接的にはある政
策手段が政策目的の事情を一般に変更できるのか否か（これを「無条件競合j
と名づける。），間接的にはその適合性はどの程度のものであるのか（これ
を「理論的競合」と名づける。）という問題が重要である。
(i) この（i）に関連しで ある特定の政策目的を実現するための政策手段の
実際的適合性を区別する必要がある（これを「条件競合」と名づける）。し
かし，実際には所与の条件がどのような状態にあるのかを考慮する必要があ
る（これを「実際的競合」と名づける）。経済政策の担い手が興味を持つの
はこの実際的競合である。
ある政策目的に何かの事情がある場合には， 「条件競合」も「実際的競合j
も政策目的を両立させることができない。具体的な政策目的聞の「無条件競
合」の場合には，理論的な非両立性がある。二つの具体的な政策目的が同時
に実現しないという理論がある場合には 実際的な非両立性がある。このこ
とは具体的な政策目的が実現するための実際的な条件を作り出さないことを
意味する。
この③の競合は主として二つの具体的な政策目的が競合する場合に生じる
競合であるが，この競合は「理論的競合Jではなくて原因と結果の因果関係
に基づいた競合である。この因果関係はある特定の条件に結びついているか
ら， 「無条件競合」と「条件競合」に区別することができる。
(2) 政策目的聞の諸関係
政策目的の諸関係には例えばオーム（H.Ohm）やゲフゲン（G.Gふ
fgen）によれば，因果関係，時間的関係，論理的関係，価値関係あるいは選好
関係がある 。これらの関係を順次以下において説明する。
① 因果関係
二つの政策目的があるものとする。一方の政策目的が実現したとき，他方
の政策目的が実現したり しなかったりする効果を誘発する場合には，二つ
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の政策目的は「因果関係」で相互に結びついている。この効果は，一方の政
策目的が実現しなくても多分存在するので，一方の政策目的の実現に従って
経済政策の担い手や経済政策決定者の意図や計画を修正し，その経済政策的
選択行動が他方の政策目的の実現に及ぼす他の影響を与える経済政策の担い
手や経済政策決定者の反応の結果を表わしている）。政策目的問の因果関係
がある方向にのみ進み，一方の政策目的の実現から他方の政策目的が実現す
るような影響を助長すれば一方の政策目的は他方の政策目的の手段あるい
は優位目的に役立つので 二つの政策目的は優位目的と下位目的とみなすこ
とカfできる。
優位目的と下位目的の聞に存在する「因果関係」は 下位目的が第三の政
策目的の優位目的となり これはまた第四の政策目的の優位目的となり，以
下同様にして順序よく続けていれば，多数の類別を伴う多項の連鎖に拡大で
きる。従って，本源的な政策目的は中関目的の役割を果たすことになる。こ
の連鎖を優位目的の方向に広範に求めていくほど，政策目的はますます特殊
なものや部分的なものになり，その政策手段になり得るという性格がますま
す強くなる。しかし，その連鎖の終局に近づくほど，政策目的の設定はます
ます一般的なものになり 政策目的の手段的性格がそれに付与された真価の
背後にますます隠れることになる。
二つの政策目的の「因果関係jが逆であれば，従って相互関係あるいは機
能関係があれば， 「因果関係」の代わりに相互関連を取り上げる方が的確な
説明ができると考える。
政策目的聞の「因果関係」ないし相互関連に基づく区別は主要目的と副次
目的における諸政策目的の区別である。この区別は他の政策目的の一つの優
位目的として役立つ目的変数の変化（通常この変化は他の目的変数に及ぼす
効果だけでなく，多数の他の政策目的に及ぼす効果に役立つものである。）
から生じるという認識に依拠している。主要目的としてはこの政策目的の実
現は優位目的として役立つ変数が変化した結果決まる政策目的であるとオー
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ムは名づけている）。副次作用とみなされる主要目的に他のあらゆる無意味
な効果がある場合には，主要目的とみなすこの目的に作用する効果がある。
他の政策目的を実現される副次作用が望ましいものを表わす限り，この政策
目的は副次目的として成り立っている。
② 時間的関係
政策目的聞の時間的関係の視点からみれば，政策目的は近接目的と遠隔目
的に区分できる。これらの目的は政策手段の作用が時間的に異なるので，近
似作用と遠隔作用に区分できるという事情に基づいている。経済政策の実践
の場合と同様に，ある特定の政策手段の副次作用は容易に概観できるのに，
ある特定の政策手段の遠隔作用は常に十分に概観できない。従って，近接目
的は遠隔目的に比べて強調されている場合が多い。
近接目的と遠隔目的の区別は優位目的と下位目的の区別に対応する 。遠
隔目的の実現のための前提は近接目的の実現によって生じるからである。こ
の場合には，近接目的は優位目的として，遠隔目的は下位目的として，それ
ぞれ把握することができる。この例はインフラ投資の増加が将来の経済成長
の条件になるという場合に該当する。また 優位目的が上位に階序づけた一
つの包括的な政策目的の一部分であれば，優位目的と下位目的の作用が同時
に生じる 。
③ 論理的関係
政策目的問の論理的関係では，経済政策の特定の「目的目録」に含まれた
政策目的が論理的に相互に一致するか否か，従って経済政策の「目的目録」
の提出が論理の規則に役立つか否かが問題となる。
④価値関係あるいは選好関係
政策目的の関係では，さらに価値の面が問題となる。政策目的はこれまで
の関係に基づいて作用関係，意味関連あるいは時間的関係に関わる限り，経
済政策の担い手が与える重要度に従って階序づけた政策目的が階序ないし価
値ヒエラルキーにおける諸政策目的をどのように区別するかが問題である。
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ある政策目的が他の政策目的よりも高く階序づけることができるか否かは，
あるいは同等に階序づけられるか否かは 経済政策を決定する経済政策の担
い手の一つである主管官庁の選好に依存している。従って，政策目的聞の価
値関係あるいは選好関係を説明する必要がある。
このような四つの関係のうち，因果関係と時間的関係は政策目的聞の関係
に基づくので，両者は相互に狭く適用されている関係である。時間的関係だ
けは時間的関係すなわち作用の永続性を考慮している。
2.経済政策の目的競合の体系化
政策目的の諸関係やその相互作用におけるあらゆる面で目的競合が生じる。
政策目的の諸関係と相互作用を検討して目的競合を体系化する必要がある。
そのためには，イエール，ゲフゲン，ピュッツ，クニップス（W.Knips) , 
シュナイダァ（H.K. Schneider），キルシェン（E.S. Kirschen），オット
(A. E. Ott），パウムガルテン（P. Baumgarten），ミユツクル（W.J. 
Miickl），アルパート（H.Albert）の諸見解を吟味・検討して，目的競合の
体系化を試みていく必要がある。
目的競合は政策目的の諸関係や相互作用に基づく目的競合が表面化する状
況いかんで区別できる。この視点から区別したのはクニップスである。クニツ
プスは政策目的間の関係①～③に起因する「目的競合」を政策「目的の二律
背反」 ( Zielan tinomie）と名づけ，④に起因する「目的競合」を「利害競合」
(In ter-essenkonflikte）と名づける）。これらの競合を順次説明する。
(1）政策目的の二律背反」には 二つのあるいはそれ以上の政策目的の因
果関係あるいは論理的関係に基づくような競合である。この「二律背反」と
いう概念には， 「二者択一」 （ゲフゲン）， 「競争的」 （ギールシュ），
「非両立性」 （オツト）と同じような意味がある） 0 
政策「目的の二律背反」では，二つのあるいはそれ以上の政策目的の実現
過程に存在する因果関係ないし作用関係に基づいて相互にくい違っている場
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合か，論理的関係ないし意味関連に基づいて相互に相反する場合がある。こ
れらのどちらかであることが問題である。この「目的の二律背反」の概念に
ついて，例えば，イエール（W.A. Jahr）はその因果関係の特徴を明らかに
している）のに対して ゲフゲシは論理的関係という名称）を用いているが，
政策目的の因果関係から生じる政策目的の競合状況と同様に，論理的根拠か
ら政策目的は相互に相反する場合に用いられる。この相反する場合はピュツ
ツ（T.p己tz）の見解 と一致している。
① 政策目的聞の論理的矛盾
二つの政策目的聞の論理的不整合性はある政策目的が他の政策目的と定義
的に矛盾する場合にみられるものである。それは 例えば 自由貿易の目的
が農業保護主義の目的あるいは集中要求の目的が完全競争の形成という目的
とは矛盾する場合にみられる。論理的には二つの目的は同時に認められない。
政策目的の矛盾の背後に隠されている論理的誤謬は「全体がその部分の集計
に等しいという命題の無視」 ）に基づいている場合が多い。
また，論理的矛盾は不十分にしか考え尽くしていない目的体系に現われる
矛盾である。この矛盾は二つの政策目的の一つが相互に矛盾して存在する政
策目的を経済政策の「目的目録」から削除する場合に除去することができる。
② 因果関係に基づく競合すなわち政策目的の非両立性
この種の政策「目的の二律背反」の場合には，二つのあるいはそれ以上の
政策目的がその実現過程における作用関連ないし因果関係に基づいて相互に
競合することが問題である。つまり それらの政策目的が論理的に相互にー
致するとしても，同時に完全に実現できないことが問題である ） 
論理的関係に基づく政策「目的の二律背反」を概念的に区別する必要があ
る。そのためには，因果関係から生じる競合は以下において政策「目的の非
両立性」と名づけることができる。この「目的競合」を詳しく説明するため
には，まず政策目的の因果関係があり得るのか否かをイエール，ゲフゲン及
びキルシェンに従って検討する必要がある。
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(i) 因果関係の存在可能性
因果関係の存在可能性については，イエール，ゲフゲン，キルシェンの因
果関係の区分ないし分類に基づいて説明する。
1) イエールの因果関係の区分
政策目的間の関係に関する周知の区分はイエールの区分である。イエール
は次のように五つの場合を区分する ）。
（ア） 一致一一一二つの政策目的Z1とあが一致する場合で、ある。
（イ）調和一一一一方の政策目的の実現は他方の政策目的の実現のために役
立つ場合である。
（ウ） 中立性一一一方の政策目的の実現は他方の政策目的の実現には何の影
響も及ぼさない場合であるD 従って 他方の政策目的は一方
の政策目的とは完全に独立している場合である。
（エ）二律背反一一方の政策目的の実現は他方の政策目的に不利な影響を与
えることとは無関係に作用する場合である。
（対矛盾一一一一方の政策目的の実現は完全な放棄を意味する場合である。
この区分でイエールは因果関係と論理的関係を混同している。中立性は矛
盾の場合と同様に論理的関係を表わし，調和，二律背反及び中立性の場合が
因果関係を表わしているからである。
イエールは政策目的の一致を仮想的現象として，矛盾を論理的誤謬として，
またイエールの図式から除去されている調和と二律背反の間の限界の場合と
みなして図式を単純化している。従って，調和と二律背反の二つの因果関係
だけが残ることになる。
2) ゲフゲンの因果関係の区分
ゲフゲンはイエールの区分が不十分なものであるとみなし，八つの場合に
拡大した図式を対照させている ) 0 ゲフゲンは論文「一般経済政策」 ）では
経験的関係の三つの場合，すなわち，両立性（イエールの場合は調和），非
両立性（イエールの場合は二律背反） 中立性に制限している。ゲフゲンは
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政策目的という概念の代わりに一般的な用語として「範鴎Jを用いているが，
他の論者の表現と統一するため，ここでは「政策目的」という用語を用いて
いる。
二つの政策目的Z1とZ2だけがあるものとする。 z，とZ2の実現度をそれぞ
れ縦軸と横軸にとる。ゲフゲンは実現できる政策目的の組合せの量が実現で
きない政策目的の組合せによって限定される政策目的の階序体系を表わした
曲線を考えている。この曲線の形状は政策目的聞の次の八つの関係から決ま
る。
（ア） 二つの政策目的Z1とZ2が相互に「極端に二者択一的」である場合。
Z1 図4-1
a 
。 b 
この場合は一方の政策目的の実現が他方
の政策目的の実現を完全に断念する場合で
ある。二つの政策目的は相互に完全な不一
致の関係にある。この関係はその階序体系
Z2 内に存在し，二つの政策目的の最高の実現
度を表わすa点と b点で限定されている。
（イ） 二つの政策目的が相互に「厳密な二者択一的」である場合。
Z1 図4-2
a 
。 b 
この場合は一方の政策目的の比較的高い
実現度は他方の政策目的の実現度が逓減す
るときに達成される場合である。この（イ）と
次の（ウ）では，二つの政策目的の最高の実現
Z2 度a点と b点の達成はそのときの他の政策
目的の達成を完全に断念したときに限り可
能であることを仮定している。
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（ウ） 二つの政策目的が相互に「可変的な二者択一的」である場合。
Z1 図4-3
a 
0 b 
Z2 
この場合は限界代替率 すなわち，一方
の政策目的の実現が進展するとき，他方の
政策目的の実現を断念する場合が逓減する
か，逓減する場合である。
件） 二つの政策目的は「可変的に累積的」である場合。
z l 図4-4
／あるいはi
I~ / 
。
この場合は一方の政策目的の実現の進展
が他方の政策目的にも逓減する場合である。
Z2 
（オ） 二つの政策目的は相互に「厳密に累積的」である場合。
Z1 図4-5
。 Z2 
この場合は一方の政策目的の実現の進展
が他方の政策目的の実現を導く割合が一定
である場合である。
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（ヵ） 二つの政策目的は「極端に累積的」である場合。
z l 図4-6
． 
。
この場合は一方の政策目的の実現が特定
の程度に限り可能である場合である。従っ
て，ある政策目的の組合せだけが可能であ
れば，他方の政策目的の特定の実現度をも
Z2 たらせる場合である。
（キ）二つの政策目的が相互に「不徹底に独立的」である場合。
この場合は一方の政策目的の実現の進展が他方の政策目的の実現度に影響
を与えない場合である。実現度の自由選択は一つの政策目的に対してのみ成
り立つことである。
（ク）二つの政策目的が相互に「厳密に独立的」である場合。
この場合は政策目的聞にいかなる関係もない場合である。二つの政策目的
問の因果関係は政策目的の限界変換率である変換曲線の a点と b点で測るこ
とカ宝できるロ
ゲフゲンの区分とイエールの区分を比較すれば イエールの場合「二者択
一性jの三つの場合は「二律背反」にまとめられること， 「調和Jの関係は
「累積性」の三つの場合は「二律背反jないし「調和Jの特定の程度の範囲を
表わしている。換言すれば政策目的の限界変換率を仮定できる価値の特定
の範囲を表わしている。 「中立性」の関係は「独立性」の二つの場合に区分
している。 「不徹底な独立性Jの場合はむろん二者択一性の性格を持ってい
る。 「不徹底な独立性」の場合は極端な二者択一性で隠されている。 「不徹
底な独立性」の目的を二者択一性の目的ともみなすことができる
ある政策目的の視点からみれば，他の政策目的の実現から任意に進展でき
るので， 「厳密な独立性」の場合を重要でないものとみなし， 「累積性」の
関係を問題外のものとみなすこと 「二律背反」の関係ないし「二者択一性J
-121 (399) -
の関係もまだ考察すべき余地がある。
3) キルシェンの因果関係の区分
既述のように，政策目的問の因果関係の種類を決定する要因は政策目的を
実現するために投入する政策手段である。政策手段は一方の政策目的の実現
方向に作用し，他方の政策目的にも作用していき，政策目的問の作用関連を
生み出すからである。この事情を明らかにするためには 二つの政策目的問
の因果関係の分類が必要である。この点はキルシェンの次の分類が有用であ
る
ケ）独立性一一ある特定の一方の政策目的に投入したあらゆる政策手段は
他方の政策手段にはいかなる影響も及ぼさない場合である。
（イ）完全補完性一一あらゆる政策手段は他方の政策目的に影響を与える場
合である。他の政策目的の完全補完性はもちろん二つの政策
目的が一致する場合に限り存在する。従って，実際には政策
目的の相異なる諸関係が問題である。
（ウ）部分的補完性一一あらゆる政策手段は他方の政策目的に良い影響を及
ぼすのに対して，一方の策定目的には作用しない場合である。
（エ）競合一一一あらゆる政策手段は他方の政策目的には良い影響を及ぼさ
ない場合である。
（オ）補完性競合一一一若干の政策手段は一方の政策目的に良い影響を及ぼ
すのに対して，他方の政策目的には一般に良い影響を及ぼさ
ないか，影響をまったく及ぼさない場合である。政策手段が
首尾よく投入される場合には 一方の政策目的とは相互に調
和の関係があり，他方の政策目的とは相互は二律背反の関係
がある。キルシェンはこの5番目の場合も最も頻繁な場合で
あると考えている口
キルシェンの分類の原則は無条件に分類されたものではない。このことは
122 (400) -
明白である。他方の政策目的の実現のために投入した政策手段は，一方の政
策手段の実現促進のために適用した政策手段が他方の政策目的に影響を及ぼ
す一方の政策目的に無条件に同じ影響を及ぼさないからである。例えば，生
産増大という政策目的は生産要素の合理的投入という政策目的と補完関係に
ある。逆に，生産増大のため増加すべき補助金という政策目的は生産要素の
合理的投入という政策目的を悪化させる関係にある
これに対して，イエールやゲフゲンの区分は二つの政策目的間の双方的な
因果関係が常に対称的である。例えば二つの政策目的問の二律背反が必然
的に相関的である場合に作られている。
イエールの区分とキルシェンの分類を比較すれば イエールの中立性とキ
ルシェンの独立性，イエールの一致とキルシェンの完全補完性，イエールの
調和とキルシェンの部分的補完性 イエールの二律背反とキルシェンの競合
のそれぞれの一致を確かめることができる。
イエールの区分で新しいことは補完性と競合である。この新しい範障は一
方の政策目的が他方の政策目的に及ぼす作用が均等とみなされず，政策手段
の影響の種類をみて良い影響と悪い影響に区別して得た範購である。
(i) 政策目的の「二律背反J関係の詳説
政策目的問の作用関連に基づくあらゆる関係の中でも 経済政策の担い手
にとって重要な問題である「二律背反」関係に限定して詳説する必要がある。
政策目的の二律背反は特定の一方の政策目的の実現のために投入した政策
手段が他方の政策目的に不利な影響を及ぼすという副次効果から生じる。二
つの政策目的が相互に二律背反であるのか否か。この問題に答えることはで
きない。しかし，ある特定の状況で二つの政策目的が所与の政策手段の可能
性に達する場合に既知であるとき 政策目的がどの割合で相互に生じるかに
ついて答えることはできる ） 。
逆に，あらゆる政策手段が他方の政策目的に不利な副次効果を及ぼさない
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場合がある。この場合には，そのような政策手段を投入する可能性の有無は
副次効果を及ぼすか否かによって左右される。政策手段が策定目的を完全に
実現させる場合には，政策手段の選択し＝かんによって他方の政策目的を伴う
競合を回避できるであろうし，政策手段の交換し＝かんによってもその競合を
除去できるであろう。政策手段が第三の政策目的に及ぼす影響が不十分であ
るか，まったく影響を及ぼさない場合従って第三の政策手段の投入は他方
の政策目的を侵害する政策手段とは別に 新たな非両立性が生じる場合には，
競合を回避できないであろう。
二つのあるいはそれ以上の政策目的問の「二律背反」関係は，政策目的の
実現のために必要な政策手段は不利な副次効果を及ぼすので，政策目的が同
時に完全に実現できない場合に存在する。一つのあるいはそれ以上の他の政
策目的の損失が生じる場合に限り，一方の政策目的の実現が進展するので，
経済政策の決定に関与する主管官庁は一方の政策目的には有利で、他方の政策
目的には不利な決定を強制的に下すか 政策目的の部分的実現だけが生じる
であろう。この強制は， 「二律背反J関係がある場合，個々の相互に食い違
う政策目的関の関係を考察するだけの意義はあり，経済政策の決定に関与す
る経済政策の担い手が二律背反に関して存在する政策目的を与える選好が異
なっている場合， 「利害競合」が起きる。
政策目的の二律背反は相反する利害に基づかず，作用関連に基づいている。
ピュッツによれば， 「利害関係者は二律背反の政策目的の相対的実現度に関
する議論においてその政策目的が様々な評価される場合には，利害競合はこ
こでも役割を果たしている。従って，相反する利害が政策目的の二律背反の
強度ないし程度を条件づけるが 政策目的の二律背反の形成の根拠ではな
い。 J
二つの「二律背反」関係で相互に存在する政策目的が徐々に実現しない場
合には，つまり量的目的が実現しない場合には，一方の政策目的の実現が他
方の政策目的の実現を完全に断念する。このことは政策目的の「極端な二者
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択一性J）を意味する。
経済政策の担い手は国民経済全体の目的体系に影響を与えようとするので，
「利害競合」が個々の政策目的の高い実現度を望む問題で生じる場合，政策
目的の非両立性の存在は経済政策の担い手の数に依存するが，少なくとも二
つの政策目的に結び付いていることである。政策目的の束が大きく広いほど，
経済政策の担い手は政策目的の「二律背反J関係をますます大きくさせる可
能’性を秘めている口
利害競争は何よりもまず国民経済全体の目的体系が確立している場合に生
じることである。これに対して，政策目的の「二律背反」はその目的体系が
すでに細かく立てられ その実現に着手する場合にこそ認められることであ
る。
(i) 条件付き非両立性と無条件の非両立性
二律背反ないし非両立性すなわち 二つのあるいはそれ以上の政策目的
が同時にしかも十分に実現できないことである。このことは，特定の政策目
的の組合せが絶えず付随する一般的な条件と結びつかず 大抵の場合には甚
だしく特定の条件と結び付いている。この意味で オットは「条件付き非両
立性」と「無条件の非両立性」を区別している ） 
パウムガルテンとミュックルによればやはり極端で非現実的な条件の場
合にも，政策目的の調和あるいは中立性は現われず，すでに非両立性が，例
えば，市場経済体系の存在のような特定の条件と結び付いているが，この特
定の条件は支配的な社会体系や経済体系の根本的な変化 つまり少なくとも
短期や長期では殆ど不可能であることに基づいて除去されるので，その特定
の条件が自明の理とみなされる場合 ）にこそ「無条件の非両立性」を説明す
る必要がある。
二つの政策目的が無条件で非両立的であり 従ってあらゆる事情を考慮し
て同時に完全に実現できないという例を見つけることは極めてむつかしい。
そのため， 「無条件の非両立性」に固執するほど多くの政策目的は一つの
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政策目的の概念の中に含められるであろう。
「政策目的が相互に競合状態にある事情が十分にありそうであるとみなさ
れる場合j ）に限り， 「条件付き非両立性」を考えることができる。これこ
そ意味のあることである。また，政策目的の「二律背反」関係を構築するた
めには，十分にありそうもない条件の状態に関連させることも意味のあるこ
とである。この条件付き二律背反の典型的な例は，世界貿易国の物価の差異，
変動為替相場制，国内の貨幣価値の安定性などを除去した場合におけるこつ
の政策目的すなわち国際収支の均衡と物価安定との競合である。
「条件付き非両立性」と「無条件の非両立性」の区別は，アルパートの
「理論的非両立性」と「仮説的非両立性」の区別25）に対応する。 「理論的非
両立性」は他方の政策目的あるいは多数の政策目的の同時実現が強制的に排
除されることから生じる理論が構築される場合に存在する。これに対して，
「仮説的非両立性」は特定の政策目的を同時に理論的に達成できる場合に存在
する。それは現行の法秩序経済秩序経済構造政治的根拠，心理的根拠
のような仮説的根拠が政策目的の同時実現の妨害になることを明示できない
ことで、ある
「無条件の非両立性」ないし「二律背反」の原因は政策目的の背後にある
諸価値それ自体に潜む矛盾にある。この点についてクニップスの表現を借り
れば， 「あり得る妥協や調和が把握できる状態にないか，あるいは価値の範
囲それ自体の反対命題の構成に基づいているかに関わる価値意識の限界内の
f本源的J二律背反があるか否かという問題が明らかになる。」
これに対して， 「条件付き非両立性」ないし「副次的な二律背反Jでは，
競合は価値の範囲を与えられず他方の政策目的の特定条件付きで認められ
る場合に限り，一方の政策目的が実現できるという特定の条件状況に影響を
与えるものである。従って，強制的に相互競合するものではない。特定の条
件を考慮して，一方の政策目的が他方の政策目的を抑えて達成するという経
済的合理性に導くものである。これらの条件があって政策手段への影響が少
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ないほど，政策手段で起きた競合は避けがたいものになるであろう。
そうであるとすれば競合条件はどういうことであろうか。それは，クニツ
プスによれば，次の少なくとも二つのことである
第1の競合条件は，国民経済全体の経済経過の様々な決定要因には影響を
与えないということである。それらの決定要因は，国内経済の事実と条件
（例えば，政策目的の階序あるいは政策目的のヒエラルキーにおいて上位に階
序される伝統的諸制度や社会的動機，世論など），さらに国際経済の事実に
基づいて経済政策の予件になることができる。
囲内経済の事実と条件に基づいた競合の一例は，二つの政策目的である
「貨幣価値の安定」と「完全雇用」の二律背反である。
これに対して，国際的諸条件に基づいて，すなわち，国際的な貨幣秩序の
安定意識に乏しい外国の経済政策があれば 「貨幣価値の安定j と「国際収
支の均衡」は二律背反の政策目的になる。
経済経過の決定要因が経済政策上影響を及ぼさない場合には，その決定要
因は時期の長さに依存している。経済政策は短期にも中・長期にも多数の資
料を事前に付与されている。経済政策活動ができるか否かはその状況に基づ
いて決定的な制約を受けるので，特定の景気状況における経済政策の目的変
数間の二律背反関係がある場合には 政策目的は短期には不変であって相互
に整合的ではないが，その景気状況では同時に実現できる。政策目的の非両
立性の原因が経済構造に内在する場合には，競合は長い時期の中でも避けが
たい。
「無条件の二律背反」がある場合には，競合の原因は容易に変えられない
経済体系と深い関連があるので，競合は短期間のうちに除外することができ
ない。
第2の競合条件は，固定した政策目的の大きさないし量あるいは政策目的
を決定するということである。特定の量的に固定した政策目的の導入は原則
として経済政策活動分野に限定された枠条件ないし与件そのものを決めるこ
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とにほかならない。様々な要求を表わす政策目的を固定した場合，競合の原
因がある。例えば，現行の雇用政策の手段と一応定まっている労働可動性を
前提として失業率を 1%と固定すれば，二律背反は「貨幣価値の安定」とい
う政策目的を生み出すであろう。この例だけでなく，多数の政策目的が量的
に十分に決定されるほど，また多数の政策目的の実現度が高くなるほど， こ
の種の競合はますます予想されることである。従って， 「条件付き非両立性」
が生じるのは若干の政策目的量の要求がましい固定化や経済経過のあらゆる
決定要因が及ぼす影響を考慮して 下位に階序しないからであろう。特定の
経済経過には強制的な相互関係の性格がある。
(2）利害競合の特徴存在可能条件及び区別
「利害競合Jは多数の経済政策の担い手（例えば，政党，大臣，経済的結
合など）が経済全体の目的体系の確立に関与し あるいはその目的体系の構
築に関して異なる選好を持つこと つまり相反する利害を持つことに起因し
ている
利害競合については，まず利害競合の特徴を指摘し，次に利害競合の存在
可能条件，さらにその区別を説明する。
① 利害競合の特徴
経済政策の担い手がすべて同じ選好を持っと仮定する。 「利害競合Jの特
徴は，経済政策の担い手が多種多様な戦術の中で選ぶ行動は特定の選好を含
む様々な成果をもたらせるという状況を見つける点にある ）。この成果は特
定の行動に有利な決定から得られることであるが，他の経済政策の担い手は
その様々な成果に関して異なる特定の選好を持ち それをできるだけ達成し
ようとする。しかし，選好と政策目的が本来異なっていても，そのような行
動の利害はあらゆる政策目的に作用するという「利害競合」を生じさせるも
のである。
② 利害競合の存在可能条件
このような利害競合の簡単な特徴から考えれば利害競合が生じる条件に
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は次の少なくとも三つの条件がある
第lの存在可能条件は 経済政策の決定に関わる利害競合では二つのある
いはそれ以上の経済政策の担い手あるいは利害関与者の存在が必要で、あると
いうことである。国民経済全体の経済政策の目的体系を決定する場合には，
多数の経済政策の担い手あるいは利害関与者が共同作業する複合した決定過
程があるからである。この点について シュナイダァは次のように述べてい
る。 「経済政策の他の目的体系に対しても本来の目的体系を構築するために，
誰が勢力を意のままに行使できるのかすなわち 誰がどのような種類の手
段（例えば，心理的手段，経済的手段，経済的手段，政治的手段，直接的強
制など）を投入できるのか。それを経済政策の担い手は考慮している。勢力
の基礎に様々なものがある。公式の経済政策の担い手（拙稿参照）は憲法と
その他の法律で認められた勢力に支持されており その他の経済政策の担い
手ともなる政党や利益集団の場合にはその組織的勢力で重きを成している。」
3 1) 
第2の存在可能条件は，経済政策の決定には相反する従属性が存在すべき
であるということである。ある経済政策の担い手の決定は他の経済政策の担
い手の立場に特定の影響を及ぼすことになる。このことはある経済政策の担
い手の立場に反作用すること，すなわち，その様々な行動の可能性を実際に
選択させるこである。やはり個々の経済政策の担い手の行動は利害競合で荷
重した経済政策の担い手すなわち政党や組織集団などに影響を及ぼすととも
に，この相反する従属性のある担い手が意識し，その論述を考慮することが
必要である。
第3の存在可能条件は，経済政策の担い手が相異なる利害，すなわち，経
済政策決定過程で得られる成果に関して相違なる選好の階序を持つべきであ
るということである。このことは，利害競合の場合には，様々な経済政策の
決定に関与する主管官庁が政策目的決定過程で得られる成果を相異なる階序
で評価することを意味する。
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③ 利害競合の区別
「利害競合」の区別についてはクニップス，ゲフゲン， ピュッツの区別が
参考になる。
クニップスによれば， 「利害競合」は「純粋競合J ( reiner Konflikt）と
「混合競合」 (gemischter Konflikt）に区別することができる ） 
「純粋競合」は，二つの政党だけが対立していると仮定すれば，極端な場
合には，政党の選好階序が完全に対立する成果の選好階序を表わすことがで
きるという厳しい競争状況において存在する。二つの階序が成果の若干の一
対の比較において一致すれば，つまり，部分的な競争状態であれば，利害の
対立ないし相反や利害の調和の共存が特徴となっている競合が「混合競合J
である。
二つの選好階序が同じものであれば，すなわち，非競争状態であれば，二
人の経済政策の担い手はその同じ利害に基づいて共同作業する。この場合を
ゲフゲンは「純粋の協力」 J (reine Kooperation）と名づける。
厳しい競争状況と部分的競争状態における競合状況の区別は， 「混合競合」
と「非混合競合Jの区別に該当する。 「混合競合」は競合関与者が下位目的
を区別することに基づいている。それに対比して 混合競合の定義について
はどの種の目的の場合には一致ないし不一致が存在するかは明らかである。
経済政策の主要目的が一般的に定式化されている場合，その主要目的があ
らゆる面の高い評価を受けるので，利害の対立ないし相反は直接唯一の経済
領域の利害状態に間接的に起因する下位目的に及んで、いる。
さらに，ピュッツは，競合相手となる利害者すなわち経済政策の担い手や
諸制度の側から政策目的の様々な大きさが求められる場合に存在する政策目
的の競合ないし政策目的の対立「利害競合」 ( Interessenkonflikte）と名づ
けている ）。その際 「ある特定の政策目的の大きさないし量あるいは政策
手段の大きさないし量を定める場合に対立する利害」 ）が問題である。この
対立する利害は背反的な政策目的の様々な価値容認にも関連するものである。
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従って，その対立する利害は政策目的の背反の強さないし程度を条件づける
ものである ）。 以上の記述内容をまとめるために図解すれば，次のように
なる。
利害競合
｜｜ 
純粋 混合
競合 競合
図 4ー 7 経済政策の目的競合の体系化
経済政策の目的競合
政策目的の二律背反
政策目的の
非両立性
論理的矛盾
無条件の非両立性
（仮説的非両立性）
条件付き非両立性
（理論的非両立性）
経済経過の決定要因
の影響を受けない
条件付き非両立性
政策目的量の
固定化による
条件付き非両立性
国内的決定要因 国際的決定要因
構造上の
決定要因
状況に左
右される
決定要因
構造上の
決定要因
状況に左
右される
決定要因
資料： Jahr,W. A., ,,Das Problem der Wirtschaftsordnung“， in Individuum und Gem-
einschαift, St. Galen, 1949, SS. 237-238 （イエー ル， W.A.「経済秩序の問題」， 『個
人と共同社会』ザンクト・ガレン， 1949年， 237-238頁） . G誌fgen,G.，”Allgemeine 
Wirtschaftspolitik", in Ehrlicher, W. u. a., Kompendium der Volkswirtschaf-
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tslehre, Bd. 2, Gottingen, 19伺， SS.149-150 （ゲフゲン， G.「一般経済政策論」，エー
ルリッヒヤアほか編『国民経済学概説』第2巻，ゲッテインゲン， 1968年， 149-150頁）．
Giifgen, G., Theorie der wirtschαiftlichen Entscheidung, 2. Aufl., Tubingen, 1＇使i8,
SS. 119ー 121（ゲフゲン， G.『経済決定論』第2版テューピンゲン， 1968年， 119-121
頁） . Putz, T.，”Der Kompromi/1 in der Wirtschaftspolitik", in Ohm, H. (Hrsg.), 
Met九odenund Probleme der Wirtschα'ftspolitik, Berlin, 1964, S. 59, S.侃（ピユツ
ツ， T.「経済政策における妥協J，オーム編『経済政策の諸方法と諸問題』ベルリン，
1964年， 59頁， 68頁） . Kirschen, E. S., Internationale vergleichende Wirtschα'ft-
spolitik, Berlin, 1967, SS. 255-256 （キルシェン， E.S. 『経済政策の国際比較』ベル
リン， 1967年， 255-256頁） . Knips., W., Die Problemαtiた wirtschα'ft叩olitischer
Zielたonflikte,Tiibingen, 1970, S. 81 （クニツプス， W.『経済政策の目的競合の問題点J
テユーピンゲン， 1970年， 81頁） . Ott, A. E., ,,Magische Vielecke“， in Ders. (Hrsg.), 
Frαgen der wirtschα'ftlichen Stαbilisierung, Tiibingen, 1967, SS. 94-95 （オット，
A. E.「魔法の多角形」，オット編『経済安定化の諸問題』テューピンゲン， 1967年， 94-
95頁） . Baumgarten, P. und Miickl, W. J., Die mぷglichelnkompαtibilitぷtwirt-
schαift叩olitischerZielsetzungen, Tiibingen, 1968, SS. 37-38 （パウムガルテン， P.
とミユツクル， w.J.『政策目的設定の非両立性の存在可能性』テューピンゲン， 1968年，
37-38頁） . Albert, H.，”Wissenschaft und Politik. Zurn Problem der Anwendbar-
keit einer wertfreien Politik", in Topitsch, E. (Hrsg.), Probleme der Wissensc-
hα'ftslehre, Wien, 1960, S. 224 （アルパー ト， H.「科学と政策。価値排除の政策への適
用可能性について」， トピッチユ， E 編『科学論の諸問題』ウィーン， 1960年， 224頁）
これらにより作成。
（注） （ ）内の区別はアルパートの区別である。
3.政策目的問の競合状況の体系化
経済政策の目的競合はどのような状況の場合に生じるのであろうか。それ
を検討し，政策目的関の競合状況を体系化する必要があると考える。そのた
めには，ピュッツ，ゲフゲン，ギールシュ，メーラァ（F.Mehler），パウム
ガルテン，ミュックル，ボムノTッハ（G. Bombach），オット，シラァ（K.
Schiller），シュナイダァなどの代表的な諸見解を吟味・検討することから始
める必要がある。その結果として得られた成果をその一つの体系化にまで高
めていきたい。
経済政策の目的競合に関する見解として，例えば，メーラァの見方を借り
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れば， 「『目的競合Jが具体化し，経済政策の一つの問題点を表わしているこ
とを様々な実質的に妨げ合う目的あるいは相互にまったく除外する目的を得
ょうと努め，それとともに大きな条件付きの相互関係，実際的な意味の相互
関係あるいは物的な相互関係に基づいて一つの政策『目的の束Jのあらゆる
政策目的が同時かつ同等に，すなわち，十分に達成される場合，政策目的の
諸関係において競合状況が生じるという論題を立てることができる。」 こ
のような競合をメーラァは「特殊な目的競合」 ( spezif ische Zielkonflikte) 
と名づける ）。つまり とりわけギールシユに基づいて換言すれば，政策目
的関ないし政策「目的の束Jの聞の非両立性から競合が生じることになる。
ギールシュは経済政策の目的競合が経済経過固有の動学からも，従って政策
手段の意識的計画的な投入がなくても生じると考えているからである
その「特殊な目的競合」では，投入する政策手段が二つのあるいはそれ以
上の政策目的の相互関係の様式を最終的に決定するぎりぎりの限界の場合を
無視している。他の視点からみれば，政策目的問の競合状況は政策目的を実
現させるために投入した政策手段を活用する場合に生じるとも言える。
この政策手段について競争，他の政策目的の損失になる特定の政策目的あ
るいは政策目的の組合せを限定した場合に，政策目的の競合状況が生じる。
この場合をメーラァは「政策手段が限定された目的競合J (mi ttellimi tierte 
Zielkonflikte）と名づける 。この種の競合する政策目的は，その目的価値
から考察していけば必然的に背反的にならない。この種の競合は経済政策
の重要な担い手と制度の利害分的を通じて該当する政策目的の選好に関して
作用する。 特定の「政策目的の諸関係」の分析では， 「特殊な目的競合」
については諸価値聞の矛盾ないし衝突 あるいは目的価値尺度の背反関係が
問題である。この問題点とともに，目的競合は選択した経済政策活動の枠組
みとその時々の状況に依存した技術的な政策目的間の非両立性ないし不一致
を表わしている。これらの政策目的は調和すべき実現可能な状況で評価され
るものであるが，政策目的は同時に実現できない。
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ゲフゲンが名づけた「状況競合J）は，すなわち 「状況に左右される競
合」は，例えば，メーラァによれば，①所与の価値体系，つまり理念型の意
味で不変で、あって超人的な同質的な価値体系では 目的状況の行動の相互関
係が変化する場合，②目的価値の状況が所与の価値体系の中で変化する場合，
③価値体系それ自体が変化することを基礎にしている場合に生じる
もう一つの価値対立ないし価値衝突，あるいは目的競合は経済政策の担い
手の側から考察した経済社会あるいは国民経済全体の価値観から生じてくる
ものである。つまり 政策目的に関連させて位置づけた関係ないしまったく
一般に定めた当該の経済政策の担い手の重要な価値尺度を反映するというこ
とである。換言すれば，政策目的聞の競合状況は価値体系を同時に形成する
場合には矛盾する。このことは価値容認が相異なることを意味するので，価
値容認は策定目的の選択にも議論すべき政策目的にも該当し，その実現度に
関して存在できるものである。しかも ピュッツによれば 利害競合に関す
る経済政策の担い手に関連した超人的な目的競合は ） ゲフゲンの名づけた
「主管官庁競合」 であると言える。この競合は個人あるいは組織集団ないし
結合が決定した制度的な選好状況や利害状況の異質性においてどのように詳
説するかに基づいている。この異質性は特定の価値尺度で動態的な社会的利
害の多元性でも価値観において永続的に変化する。現今の様々な国際関係の
緊張状態の分野でも示されている。
政策目的問の競合状況，すなわち， 「競合する目的」関係が生じる原因は
何であろうか。パウムガルテンとミュックルによれば， 「技術的関係の体系，
経済政策決定者の様々な行動係数の体系でも，また制度的係数の体系でも求
められるべき」原因である。さらに，パウムガルテンとミュックルは共著で
政策目的の非両立性ないし不一致の原因を区別している ）。すなわち， 「絶
対的非両立性」 (absolute Inkompatibili凶t), 「体系条件付き非両立性」
(systembedi-ngte Inkompatibili仏t), 「構造的非両立性」 ( strukturelle In-
kompatibili凶t), 「状況条件付き非両立性」 (situationsbedingte Inkompa-
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tibilit副）， 「経済政策的条件付き原因」 ( wirtschaf tspoli tisch bedingte 
Ursachen）及び「不完全な目的・手段行動」 ( fehlerhafte Mittel-Ziel-
Aktionen）に区別している ） 
このような原因に基づいて また潜在的な政策目的問の競合状況が個人間
の価値対立ないし価値衝突と超人的な価値対立ないし価値衝突から生じると
思われる原因を経済社会ないし国民経済全体の価値体系において，あるいは
変移する価値体系において明示した体系化を試みることができる。
二つのあるいはそれ以上の政策目的問の「絶対的かつ実質的な条件付き非
両立性」とともに，価値対立ないし価値衝突は「全体的」状況条件， 「部分
的j状況条件， 「状況変化」という根拠から生じるものである。
「経済政策の担い手に関連した競合」 ( tragerbezogene Konflikte）は，
メーラァによれば，経済政策活動の枠組みにおける実質的変化を通じて， ま
た価値に関連した把握の変化を通じて影響を受ける「選好J' 「経済的利害」
関係， 「世界観」などの相違に根ざしている。
このような「経済政策の担い手に関連した競合」の場合には，例えば，政
策目的の優先順位の問題が出てくる。つまり，ある特定の経済政策活動の枠
組みには，一方の政策目的Z1の階序が他方の政策目的Z2について，この他の
政策目的Za,Z4について認められている問題， また政策目的 Z2., Za, Z4が
それぞれの価値においてどのように相互に存在し合うのかという問題が出さ
れている。その問題は政策目的の相対的な意義を問題にすべきである。政策
目的は諸価値に具現するので，ある特定の政策目的の価値増大は常に他の政
策目的ないし他の政策目的の価値を減少させる。逆に，ある特定の政策目的
の価値減少は常に他の政策目的の価値を増大させる。このような政策目的聞
の競合状況では，重要な政策目的の実現を図る場合には，常にいずれかの政
策目的を選ぶためのいわば費用がかかるからである口経済政策を決定する際
には，ある特定の政策目的の価値に従って決定するとしても，他の政策目的
も考慮し，その他の政策目的でこそ測る必要がある ）。困難な価値容認問題
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政策目的間の競合状況の存在可能性の系統図図4-8
政策目的問の競合状況
?
??????
）｜
資料： Mehler,F., Ziel-Mittel-Konfliktαls Problem der Wirtschftspolitik, Berlin: Verlag von Duncker & Humblot, 1970, S. 133 （メーラァ，
F. r経済政策の問題としての目的・手段競合jベルリン：ドウンカァ及びフムプロット社， 1970年， 133頁）．
→は強い作用ないし因果関係，一一ーは弱い作用ないし因果関係を示している。（注）
が内在しているからである。ある特定の政策目的から得られる「効用」が政
策目的設定の実現度を増大させ，第三の政策目的の実現度に従属して変化さ
せることができるD
これまでの記述内容に基づいて政策目的の競合状況を体系化する必要があ
る。この体系化は，メーラァの見解を中心として，ゲフゲン，ボムバッハ，
オット，シュナイダァ，シラア，キルシェンの諸見解を吟味・検討すること
によって可能になると考える。
次に，政策目的問の競合状況が論理的に多数である場合にはどうであろう
か。この場合は単独の経済政策の担い手，その共同の担い手及びその部分的
な担い手は政策目的の固定に関与している。この固定は政策手段の投入で確
定する。また，その場合には，重要な経済政策の担い手 諸制度の目的体系
ないし選好体系は多種多様な利害状況に基づいて異質的になり，その政策
「目的の束」が重なり合うであろう。他方では 政策目的間の競合状況は「目
的観jそれ自体の差異の大小で決定され それを政策手段で限定した実現の
可能性と度合いで決定されるものである。
経済政策活動は通例ある特定の「絶対かつ実質的な条件付き非両立性」あ
るいは政策手段を限定した競合の「束ね方Jが問題となる。その非両立性に
起因する政策目的の競合状況は経済政策の担い手に関連した超人的な価値対
立ないし価値衝突では解消できない場合が多い。この場合は，ゲフゲンによ
れば，ある組織集団ないし結合が特定の政策目的に大きな比重を置き，他の
組織集団ないし結合が他の政策目的に大きな比重を置く場合である ）。例え
ば，時間の経過につれて「経済政策の担い手に関連した目的競合」が「政策
手段」あるいは「政策手段となるJ政策目的を終極目的に変化させる場合に
は，その結果として目的競合は管轄領域あるいは所轄事項を変更させ，区分
させ，要約させるとともに，管轄領域あるいは所管事項を重なり合わせる場
合には，かえって政策目的の競合状況を拡大させることになると思われるか
らである。
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この拡大はとりわけ経済経過で問題視すべきことがある。経済経過におけ
る「時間の経過」は政策目的の競合状況を決定する一つの要素である。この
点を指摘したのはボムバッハである。ボムバッハは終極目的の長期目的に向
かつて進むことを考え， 「満足できる経済成長J' 「物価安定」， 「十分な
所得分配」などの政策目的を「戦略的目的J( stra tegisches Ziel）と名づけ
る ）。ボムバッハが名づけた「戦略的目的Jにはもちろん短期あるいは中期
に現実させようとする政策目的ともなる他の「時間的次元」がある。それは
孤立したものではない。むしろ時間に関連したあらゆる経済政策活動の相互
関係を含めた目的体系にみられるものである。経済政策は理念型的意味で相
互関係のある合理的な総括的体系とみなすこともできるので，政策目的が直
接的間接的に結びついているという意味で，目的体系が構成されている。
この目的体系において「実質的な条件付き競合」と「状況条件付き競合」
が果たす役割とその性格と課題を説明する。
少なくとも二つの政策目的があるとき 潜在的な政策目的問の競合状況を
意味する政策目的の非両立性が生じる ）。このことは理論的には三つ以上の
政策目的問の競合状況の場合にも適用可能である。政策目的の非両立性の問
題は通常「魔法の多角形」という用語でわかりやすく言い直されている。
この「魔法の多角形jについては議論がある。アングロ・サクソン圏では，
「不安定な三角形」，すなわち「完全雇用J' 「貨幣価値の安定」及び「貨
幣賃金率の上昇」が同時に両立しないことについて議論している。ドイツ語
圏では，オットが「魔法の多角形」の説明を「魔法の三角形」の説明から始
めている ）。 「魔法の多角形Jはシユナイダアが解釈したように， 「すべて
の政策目的の同時実現が本来の魔術師に必要となる。つまり，カリスマにつ
いての知識と能力を意のままに扱える人間たちの特別の状態の場合に必要と
なる。」 ）この意味も含めた「魔法の多角形」の考察では，二つのあるいは
それ以上の政策目的のある特定の階序ではあらゆる政策目的を同時にしかも
十分に実現できないことを明瞭にすべきであると議論している。
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このような「魔法の多角形jの「不安定な」事実を具体的に説明するため
には，シラァの比輪的な解釈が示唆に富んでいる。その事実をシラァは「現
代の経済政策は同時実現を求めるが，ある事実の静止状態においてのみある
特定の点の道筋で，あるいは他の道筋への後退で表わすことができるので，
複雑な操作を様々な方向の戦略的分野で提示することは合目的的である。経
済政策の担い手には前進した最適状態を決定する」 という課題がある。つ
まり，経済政策の目的競合と結びついた政策目的の有効性を失っても，でき
るだけ多くの政策目的でできる限り近づいていくべきであるという課題があ
る ）。この点についてシラァは比験的に表現した重要な操作分野と多角形の
角が政策目的を表わす多角形を比較している ）。
以上のような総合的な視点から政策目的の競合状況の体系化を試みるため
の準備展開を行ってきたわけであるが，この検討を進めるためには，メーラア
の見解が含まれたメーラァの所説それ自体をさらに堀り下げて吟味・検討す
る必要がある。
メーラァは政策目的聞の競合状況を体系化することに限定して図解してい
る。この図解は二つの特定の政策目的問の競合状況を詳しく扱ったものであ
る（図4-9）。
メーラァの見方に基づく政策目的の類別に戻れば メーラァは根本的な政
策目的聞の競合状況の存在可能性を次のように体系化して，それぞれの競合
状況に拡大している
① 本源的かつ経済的に決定した政策目的問。
② 本源的かっ経済的に，さらに社会政策的に決定した政策目的問。
③ 本源的に国家が決定した政策目的問と政党が決定した政策目的問，従っ
て政策目的間の競合状況が体系化されていること。
④ 政党が決定した特殊な政策目的問。
⑤ 組織集団ないし結合の政策と結びついた特殊な政策目的問。
この経済政策の「目的競合の基準構造jでは，個々政策目的群①～⑤の間
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は総じて七つの政策状況を持つ多様な組合せあるいは階序を競合分野に結び
付けている ）。従って，そのような系統法ないし分類法によれば，二角形
），三角形，四角形などを定めることができるD これらの多角形はそれぞれ
の角が重要な政策目的を表わすその時々の「政策目的の関係」に関連した政
策目的を表わしている口
① 本源的かつ経済的に決定した政策目的（物価安定，完全雇用，国際収
支の均衡）間で定められたような「古典的な」政策目的の三角形がある。
あるいは非経済的に安定した社会政策の目的（自由，安全，公平，福祉
など）聞の「古典的な三角形」 60）や多角形がある。ボムバッハは前者の
三角形に二つの政策目的（社会的に公正な所得分配，恒常的で適度な経
済成長）を付け加えて「魔法の五角形／ 1）を作っている。シラアは極大
の実質所得，より高い雇用度，所得の公正な分配，貨幣価値の安定， 自
由な消費選択を伴う機能的な価格機構及び自由な組合活動の「魔法の六
角形」 を明示している。
これらの多角形の数は，図4-9をみれば，広範な目的，例えば，社
会政策的に決定した政策目的及び国家が決定した政策目的（社会的安全，
経済的自由，勢力均衡，自由など），政党の政策目的（例えば，勢力追
求）や組織集団ないし結合（例えば，所得極大）の政策目的の導入によっ
て政策目的の非両立性をみれば，重要な政策目的が他の上位に階序づけ
た，あるいは並列的に階序づけた目的にすでに含まれず，定められてい
ない限界がある。この限界は多角形において主要な政策目的問の可能性
と競合状況に限界があることを意味する。図4-9の政策目的聞には135
の相異なる政策目的すなわち多角形がある。この可能性の多様性は重要
な経済政策の目的体系に含まれる優位目的，中間目的及び副次目的の導
入とともに，階序づけた政策目的は時間を考慮して表わされている。多
数の政策目的間ではどの程度の多重の修正が可能であろうか。
これまでの記述で取り上げてきた政策目的の非両立性は，オットの用
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経済政策の目的競合分野の基本構造
経済的に決定した 社会政策的に決定した 国家が決定した
経済策定の目的 経済政策の目的 経済政策の目的
1 2 3 4 5 
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 。功 (1) (12) (13) (14) (15) (16) 。力
物 雇 国 成 そ 福 1,. 」 安 自 の 秩 勢 fl 草 他 特 殊
(1）物価安定 物
経済的に (2）完全雇用 雇 。 。。。。。。。。。。。。。。。
決定した (3）国際収支の均衡 国 。経済政策
の目的 (4）経済成長 成 。 。 。。。。。。。。。。。。。
(5）その他の目的 そ 。 。
(6）福祉 福 。 。 。 。。。。。。。。。。。
社会政策的に (7）社会的公正 fム：入泊、 。 。 。
決定した 2 (8）社会的安全 安 。 。 。 。:o:o 。。。。。。。経済政策
の目的 (9）経済的自由 自
。 。 。 。
(10）その他の目的 の 。 。 。 。 。 。。。。。。。
(1）秩序 秩 。 。 。 。 。
国家が ω勢力均衡 勢 。 。 。 。 。 。 。。。。。
決定した
3 ω自立 立 。 。 。 。 。 。経済政策
の目的 （凶革新 革
。 。 。 。 。 。 。 。。。
(15）その他の目的 他 。 。 。 。 。 。 。
4 (16）特殊な目的 特 。 。 。 。 。 。 。 。 。
5 (1司特殊な目的 殊 。 。 。 。 。 。 。 。
図4-9
??
（? ?
）｜?
資料：図4-8と同じ， 138頁。
閥： 1. 4は政党が決定した経済政策， 5は組織集団ないし結合が決定した経済政策を示している。
2. 0印は縦と横の交叉した欄の政策目的の競合を表わしている。例えば，縦の（2）と横（9）の競合は「安，自Jの競合分野である。
語では「無条件J ( unbedingt）あるいは「条件付きJ (bedingt）で表
わされることである 。つまり，策定目的の非両立性が常時恒常的であ
る場合には， 「無条件Jである。逆に，特定の条件があるときに限って
その両立性が現われる場合には， 「条件付きJである。 「無条件」の非
両立性は図4-8では「絶対的かっ実質的な条件付きで非両立性」とー
致することである 。換言すれば ある政策目的の諸関係の中の政策目
的は様々な実現領域において政策目的の競合状況を徐々にまとめていく
段階で政策目的の有効性を失う場合に見つけ合うものであるが，政策目
的をすべて同時にしかも実現領域全体で実現できるものである。このこ
とをオットの例で説明すれば それは三つの政策目的（物価安定，完全
雇用，国際収支の均衡）が同時にすべての実現領域で実現する状況を想
定することである。しかし 「ある特定の条件があるとき，外国からイ
ンフレかデフレの影響が国内に波及する場合，三つの政策目的は衝突し
合い，矛盾し合うことになる。」 ）つまり，ある特定の政策目的では単
に一つの目的競合があるのではない。その策定目的は，特殊な状況の枠
組みがある場合にのみ，すなわち，ゲフゲンが名づけた「競合領域」
( konfliktzone）の内部か外部で見つけることができる ）。その政策目
的が統合し合う様々な事情を明白にできる場合には 政策目的の設定条
件を考慮した政策目的間の非両立性に言及することができる
経済政策の担い手ではなくて 経済政策決定者が実際に目的競合に対
処する場合には，経済政策決定者はどのような政策目的が重要な目的体
系ないし選好体系において最も有力な形で実現するか またどのような
他の政策目的がその実現要求において相対的に重要であるのか否かを確
定する必要がある。さらに キルシェンが「競合と選好」について見解
を開陳 しているように，政策目的聞の諸関係や目的競合に加えて，政
策手段聞の諸関係や手段競合を明確に体系化するために，政策目的と政
策手段の背反関係を形式的論理的に検討ことも必要である。
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現実の経済では多くの政策目的の同時実現を図るので，時には特定の
政策目的の組合せについてはその組合せの堅固さと変移について判断す
る必要がある。その際， 「政策目的の組合せの矛盾のない評価は様々な
判断基準の相対的な意義に関する一つの判断を必要とする。」 この判
断基準を使えるものにするためには，この基準は必然的に数量的に扱え
るものにする必要がある。その点では，ある政策目的の判断基準は一つ
の程度問題であると言える。
このような意味で イエールの用語である「弊害j (Ubeln) ）を借り
れば，二つの弊害の聞の競合領域における二者択一的な経済政策活動は
重要な経済政策決定者の側からみてその「弊害」すなわち「二つの政策
目的の競合状況」をいかに把握して評価すべきかという経済政策活動で
表わされるものである。
むすび
これまで，経済政策の目的の競合の前提となる競合の存在可能性と政策目
的問の諸関係を把握し，経済政策の目的競合の体系化と政策目的の競合状況
の体系化について記述してきた。とりわけ，政策目的の競合状況の体系にお
いてその時々の状況で自由な行動手段があることと政策目的の非両立性ない
し無矛盾性すなわち不一致を確かめることができた。
政策目的の諸関係，従って多様な政策目的と相互作用を明確にするために
は，政策手段が政策目的の実現に及ぼす作用と政策手段の投入が新しい目的
競合を誘発することなどを政策目的と政策手段の関係を包括した経済政策活
動の視野で捉えていく必要があるD このことは今後検討すべき課題である。
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